


特に必要があると認めて規則で定める書類（※）

一　申請に係る土地の区域の求積図

二　申請地における規制区域の位置を示す図面

三　宅地造成等に関する工事をしようとする土地の区域内の土地の最近三か月以内に発行された

登記事項証明書及び公図の写し

四　工事主が次のイからハまでに該当しないことを誓約する書類（県規則第一号様式）

イ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

ロ　法又は法に基づく処分に違反し、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

ハ　法第十二条、第十六条、第三十条又は第三十五条の許可を取り消され、

その取消しの日から五年を経過しない者（当該許可を取り消された者が法人又は組合である場合においては、

当該取消しの処分に係る行政手続法第十五条の規定による通知があった日前六十日以内に

当該法人又は組合の役員であった者で当該取消しの日から五年を経過しないものを含む。）

五　工事主（工事主が法人又は組合であるときは、その役員を含む。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成三年法律第七十七号）に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者に

該当しないこと及びこれらの者が工事主の事業活動を支配していないことを誓約する書類（県規則第二号様式）

六　発行済株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の５以上の額に相当する出資を

している者があるときは、次に掲げる書類 

イ　これらの者の住民票の写し若しくは個人番号カードの写し

又はこれらに類するものであって氏名及び住所を証する書類 

ロ　当該株主の有する株式の数又は当該出資をしている者のなした出資の金額が確認できる書類

七　直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動 計算書、

個別注記表並びに法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類、工事主の取引銀行の預金残高証明書又は融資証明書

八　工事施行者の登記事項証明書、事業経歴書及び工事施行者が建設業法（昭和二十四年法律第百号）第三条第一項の

許可を受けていることを証する書類

九　設計者の資格に関する申告書（県規則第三号様式）

十　その他知事が必要と認める書類


